
　日本では国税庁の公表サイトを通じてインボイス発行事業者に
登録した法人名や個人事業主の氏名、芸名、ペンネーム、住所、
登録番号などの情報が閲覧・ダウンロードできます。
　諸外国と比べても異常な日本の検索システムはいったん運用を
停止すべきです。

●業界団体も中止、延期を要望
　「経済が好転するまで凍結すべき」
　　全国中小企業団体中央会（2022年4月19日）
　「制度の準備に取りかかれる状況にない。凍結すべき」
　　日本商工会議所（2021年9月15日）
　「制度の導入を凍結し実施しないこと」
　　中小企業家同友会全国協議会（2022年2月28日）
●創作活動を阻害するおそれがある／日本漫画家協会（2022年7月4日）
●アニメ制作の現場環境を悪化させる／日本アニメーター・演出協会
（2022年7月5日）
●SF・ファンタジー文化の発展に大きな影響／日本SF作家クラブ
（2022年7月6日）
●「STOP！インボイス」オンライン署名８万人超に
　（インボイス制度を考えるフリーランスの会）
●インボイス中止を求める税理士の会の呼び掛けに税理士400人が賛同
●建設業者団体が東京で集会・デモ開催を行い1000人が参加
●地方議会から意見書500超え（2022年7月末）
●立憲民主党、日本共産党、れいわ新選組、社民党の４党と無所属議
員が消費税５％への減税とインボイス制度廃止法案を共同提出
（2022年6月10日）し継続審議に

プライバシーが侵害される？!
異常な検索システムは運用停止に 「インボイス中止」を求める 声

広がる！

　「取引先からインボイスを登録するよう言われた」などの声を受
けて、全商連は2022年6月17日、「一方的な要請は優越的地位の
乱用では」と対応を確認。財務省・国税庁は、公取委の
｢考え方｣(QRコード)を示して「独占禁止法上問題と
なるおそれがある。取引先に『登録するかどうかは検
討中』と伝え、よく話し合ってほしい」と回答しました。

　民商では、免税業者、課税業者も会員どうしが集まって、インボイ
スについて学習しています。
　免税業者からは「接待利用が多いので大変。みんなは登録する
の？」（飲食業）、「取引先から登録を言われたが、どう対応しよう？」
（サービス業）などの不安が出されます。課税業者からも、「私は店舗
を借りているから貸主にインボイスを出してもらいたいけど、立ち退
きを言われないか不安」（飲食業）、「下請けさんにインボイス登録業

者になってもらわない
と、うちの負担が増える
んだけど…」（建設業）
など悩みは深刻です。
　一番の解決策はイ
ンボイスの中止です。
「取引関係も壊すイン
ボイス」と話し合いながら、実施中止の運動と一人一人の経営実
態に合わせた対策も進める民商にご相談ください。

インボイスの登録申請
あわてず！こうして対応

取引先から「イン
ボイスを出すよう
に」と言われたけ
ど…どうすれば？

｢インボイス登録しないと取引停止！｣

▶ 一方的な通告は独禁法上問題に

免税業者も課税業者も 民商で対策を

2021年10月1日 2023年3月31日 2023年10月1日

課税業者に

インボイス制度の
実施インボイス登録申請の受付開始

登録申請の
スケジュール

申請期限には特例があります

「登録は
検討中」
と伝えましょう

登録申請は、原則23年３月末ですが「困難な場合」は
「23年9月末まで」とする特例があります。「困難な場
合」の程度は問われません。

検索上の制約

※国立国会図書館・調査報告書（2022年8月17日）を基に作成

日本

ＥＵ

カナダ

韓国

データを一括ダウンロードし、氏名や事業者名などから
登録番号の検索が可能。商用利用も制限なし

取引先の所在国と個人番号（VAT ID）を入力すると当該
登録番号が有効か否かの結果が表示される。付加価値税
情報交換システム上では、事業者名または住所からVAT 
IDを検索できない

登録検索システムに、登録番号、事業名、取引年月日の３
情報をすべて入力すると、登録番号が有効か否かの結果
が表示される

納税者向けのウェブサイト上で、事業者登録番号を入力し
て事業者の登録状況を照会。表示されるのは事業者の登
録状況のみ。事業者の姓名・名称や住所は表示されない

ご相談は民商へ
全国商工団体連合会
〒171-8575　東京都豊島区目白2-36-13
℡03-3987-4391
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消費税（付加価値税）
減税は世界の流れ！

みんなの願い

今すぐ
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詳しくは
こちら

取引先が期限を切ってインボイス発行の事業者登録を求めてきたら…
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消費税減税とインボイス中止の国会請願署名にご協力ください。

2022年
9月8日現在



　インボイスとは、税務署の登録番号が付いた領収書・請
求書です。これがないと仕入れ・経費の消費税が引けなく
なり、消費税の納税額が増えるため、取引先にインボイス
の発行を求めることになります。

インボイスを発行する課税業者との取引では…
売り上げ時に
もらえる消費税

100

仕入れ・経費で
払う消費税
80

納税する消費税
20＝ー

納税する消費税
100

インボイスを発行できない免税業者との取引では…

＝
売り上げ時に
もらえる消費税

100

仕入れ・経費で払う
消費税

これが引けない
80

ー 仕入れ・経費で払う
消費税消費税
80

仕入れ・経費で払う
消費税消費税
80
消費税

免税業者が課税業者になって負担

免税業者の分も課税業者が肩代わりして負担

インボイスとは…

　課税業者（本則課税）の場合、免税業者との取引にかか
る消費税を自分が肩代わりするか、取引先を見直すか―
を迫られます。

●免税業者と取引すると消費税負担が
　増えてしまいます
●取引先の選別を強いられます

請求書
（株）〇〇御中

11月分　131,200円

日付

11/1 魚　　　*

豚肉　　*

タオルセット

…

11/1

11/2

品名 金額

合計

８％対象

10％対象

120,000円

40,000円

80,000円

消費税

消費税

消費税

11,200円

3,200円

8,000円

5,000円

10,000円

2,000円

△△商事（株）

登録番号 T012345…

××年11月30日

＊ 軽減税率対象

❸❺❹

❻ ❶

❷ ❸

インボイス（適格請求書）
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計算してみましょう

　10月から75歳以上の医療費窓口負担が２倍になります。年
金は2013年からの10年間で実質6.7%減額され、教育費への
公費負担は世界最低水準です。政府は、コロナ禍でも病床削
減を進めています。しかも、病床を削減した医療機関には消費
税収を使った補助金が支給されます。消費税導入後も社会保
障は改悪の連続です。

　世界では、消費税（付加価値税）減税を実施する国が増えて
います。日本でも暮らしと営業を守る消費税減税に踏み切る
べきです。

　税金の専門家などでつくる「不公平な税制をただす会」は大
企業・富裕層を優遇する不公平な税制（右図など）をただせ
ば、約46兆円の財源を生み出せると試算しています。

物価高騰対策の決め手

消費税減税 社会保障のためと言うけれど…
改悪の連続

大企業・富裕層減税の穴埋めに

消費税に頼らなくても財源はある！

　免税業者は、登録番号が発行されずインボイスが出せ
ません。そのため、①課税業者になるか、②取引をあきら
めるか、③消費税分を値引きするか―を迫られます。

免税業者は重大な
３択を迫られます

　年収300万円のアニメーターの場合、ほぼ１カ月分の
所得を失うことになります。

課税業者になればいくらの負担に？

インボイス制度の影響 (アニメーター、豊島区在住、
40歳、独身)

売り上げ 
経費 
消費税（簡易課税） 
所得（①-②-③） 

3,000,000
360,000
136,200
2,503,800
315,560
77,000
160,800
199,080
752,440
1,751,360
145,947

税引後所得（④-⑤） 
（　月　額　） 

国保・介護保険料
所得税
住民税
国民年金
合計
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取引先との長年の信頼関係が壊されてしまいます
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事務負担も増える？
　６項目を明記したインボ
イス（別項参照）の発行、イ
ンボイスの保存（最低７年）、
「インボイス記載の番号が
登録されているか、取引先
が簡易課税を選択している
か」の確認、修正・返還時の
インボイス発行など、大変な
事務負担を伴います。

コロナ禍、原油・物価高騰の中で行われている
付加価値税をめぐる諸外国の対応

コロンビア

イタリア

コンゴ民主
共和国

ポーランド

ペルー

医薬品製造用原材料やホテル・観光業が提供するサービスへ
の課税を免除

スペイン 電気代の税率を21％から10％へ引き下げ

天然ガスに対する軽減税率を10％から５％に引き下げる措置
を延長
燃料油の供給に対する付加価値税を免除。食品の税率を８％
に引き下げ
電気料金の付加価値税減税を延長。天然ガスの税率を８％か
ら０％に引き下げ。肉、魚、野菜、乳製品などの税率を５％から
０％に
砂糖、パン、鶏肉、パスタ、卵にゼロ税率を適用

コロナ危機でも病床削減金（病床機能再編支援）を倍増

84億円

195億円 195億円

20年度 21年度 22年度

2倍超に
増額！！

病床削減の
財源を

消費税で捻出

新たな財源試算（所得課税の総合累進化による税収額）
申告所得税

合　計

11兆0,870億円
12兆8,659億円
1兆2,443億円
19兆0,548億円
1兆9,039億円
46兆1,559億円

源泉所得税
相 続 税
法 人 税
住 民 税

不公平な税制をただす会試算

資本階級別の法人税
実質負担率（2020年度）

所得階層別の
所得税負担率（2020年分）

菅隆徳税理士の計算を基に作成

法人3税（法人税、法人住民税、法人事業税）は89年度に対する減収額、所得税・
住民税は91年度に対する減収額

18.8％
20.6％

9.0％

中小企業 中堅企業 大企業

大企業ほど
負担が軽い

第１種　卸売業
第２種　小売業
第３種　製造・建設業など

第４種　1種～3種、5・6種以外
第５種　サービス業（運輸業、情報通信業など）
第６種　不動産業

業種区分

事業区分

税込売上 8％ 10％ 合計
第( )種事業

あなたの納税額

消費税負担　自動計算シート（簡易課税）

4

5,000,000

円181,700

色■のついた欄に入力してください ※手間請けの建設業者（第4種）の場合

消費税、法人3税、所得税・住民税の推移
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法人3税の減収累計324兆円

所得税・住民税の減収累計289兆円

消費税収累計476兆円
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※国税庁資料より作成

70万円以下 １億円 100億円超

所得1億円を
超えると

負担率が減少

所得税負担率

19.619.6

27.127.1




